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■はじめに
今日，環境汚染が頻繁に社会問題化し，ますます市民
の意識は身近なところで発生するリスクに鋭敏になって
いる。その厳しい目は，大学等の教育・研究施設にも向
けられており，リスクを含むような活動は，たとえそれ
が科学の進歩に貢献するものであっても，一般市民の合
意を得なければ，自由に行うことが難しくなっている。
自らの活動を認めてもらうためには，一般市民の理解が
得られるように，起こりうるリスクの大きさについて説
明する不断の努力が必要である。
平成１６年４月に国立大学は独立法人化され，各法人の
裁量にまかされる自由度が増加した反面，社会的な責務
も大きくなった。実行性のある環境マネジメントシステ
ムの構築と情報公開，一般市民との間とのリスクコミュ
ニケーション等，環境側面への配慮がますます重要に
なっている。
環境マネジメントとは，事業者が自主的に環境保全に
関する取組を進めるに当たり，環境に関する方針や目標
等を自ら設定し，これらの達成に向けて取り組んでいく
ことをさし，そのための事業場内の体制・手続き等を環
境マネジメントシステムという。本稿では国立大学法人
における環境マネジメントおよび環境マネジメントシス
テムについて，富山大学の例をあげながら概説する。
■大学の社会的責任
（University Social Responsibility）
国立大学が独立法人化した後の不可欠な視点として，
社会や地域に対しての大学の社会的責任University
Social Responsibility（USR）をあげることができる。
既に多くの企業は，Corporate Social Responsibility
（CSR：企業の社会的責任）の概念を取り入れてきた。
Social Responsibility（SR：社会的責任）とは，大学も
企業も社会の一員であり，社会的な側面からも責任を果
たすべきであるという考え方である。
社会が多様化するにつれて，単なる法の遵守や利益の
追求にとどまらず，社会的な貢献が重要視されるように
なった。CSRの概念は，社会における企業価値を高め，
持続的な発展と競争力強化戦略の一環として企業内に定
着している。その表われのひとつが，多くの企業がISO
１４００１等，環境マネジメントシステムの国際規格を取得
したことである。ISO１４００１を含むISO１４０００シリーズと
は，環境マネジメントシステムや環境監査，環境ラベル
等，環境問題に関する国際標準化機構（ISO）の制定し
た規格群である。企業活動のグローバル化にともない新
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たに取り組むべき課題として，地球温暖化対策や循環型
社会の構築，人権問題や貧困問題，少子高齢化に伴う多
様な働き手の確保等があげられており，これらの課題に
対する取組を促進するために多くの企業は，ISOの規格
に基づいた様々な取組を行っている。企業行動憲章２００４
年度の改訂版では，「ステークホルダー（活動を行う上
で関わるすべての人）との対話を重ねつつ，SR（社会
的責任）を果たすことにより社会における存在意義を高
めていかなければならない」ことが明記されている。
企業が利潤の追求，株主や社会への還元をその活動の
基本に置くのに対して，大学は教育や研究活動の場であ
り，そこに求められるSRの概念は自ずと異なってくる。
一方で，教育・研究活動においても，適切な社会的配慮
が必要であることはいうまでもない。大学法人の活動に
おいても廃棄物の発生，エネルギーの消費，二酸化炭素
の排出等，環境への負荷を生じる。また有害な化学物質
（試薬類）を使用し排出していることからも，企業のSR
と共通する部分も多い。
それではUSR実現のために学内の体制を整備するに
は，どのような事項が必要であろうか。一般的には，
１ 環境への取組方針の明確化
２ 環境問題に係る現状の把握
３ 環境管理のための体制構築
４ 情報の評価と情報開示
の４段階に分けて考えることができる。大学が環境・社
会面において，どのようなスタンスをとり，どのような
取組を行ってゆくかを明確にすることがUSRマネジメン
トの第１歩である。大学の果たすべき役割として，環境
への負荷をできるかぎり低減し，環境問題の解決をはか
る不断の努力をおこなうことに加え，望ましい環境を創
造することもあげられる。
■環境配慮促進法と環境報告書
多くの国立大学法人には，平成１７年４月「環境情報の
提供の促進等による特定事業者等の環境に配慮した事業
活動の促進に関する法律（環境配慮促進法）」が適用さ
れ，環境報告書の作成と情報の公開が義務付けられた。
環境配慮促進法は，環境報告書を普及促進させ，社会全
体として積極的に活用していくことにより，事業者の積
極的な環境配慮の取組を促進するための条件整備を行う
ことを目的として定められた。
環境配慮促進法の大学法人への適用は，ISO１４００１を
大学法人に適用したものともいえる。ISO１４００１はISOで
制定した環境マネジメントに関する一連の国際規格ISO
１４０００シリーズの中核をなす規格であり，事業者などの
組織により行われる活動，その製品およびサービスの環
境負荷の低減といった環境パフォーマンスの改善を継続
的に行うシステム（環境マネジメントシステム）を構築
するための必要事項を規定している。ISO１４００１は，事
業者の活動において，環境破壊が生じないようにするた
めに，その活動の過程において環境に及ぼす影響を最小
限に留めることを目的とする。企業などの組織は，この
ISO１４００１に基づき環境マネジメントシステムを構築
し，認証を取得することによって，自らが環境配慮に対
して自主的・積極的に取り組んでいることを社会に向
かって示すとともに，社会の監視のもとに地球環境負荷
の継続的な低減を組織的に行うことが可能となる。
環境報告書は，大学法人が最高責任者の緒言，環境保
全に関する方針・目標・計画，環境マネジメントに関す
る状況（環境マネジメントシステム，法規制遵守，環境
保全技術開発等），環境負荷の低減に向けた取組の状況
（CO２排出量の削減，廃棄物の排出抑制等）等について
取りまとめ，一般に公表するものである。環境報告書を
作成・公表することにより，ステークホルダーによる環
境コミュニケーションが促進され，大学法人の環境保全
に向けた取組の自主的改善とともに，社会からの信頼を
勝ち得ていくことに役立つと考えられる。大学法人に
とっては，環境に関する情報を公開していく社会的責務
があるとの考えに基づき，投資や商品購入を行う際に，
環境への配慮の状況を考慮するように促すことになり，
自主的な環境配慮の取組の促進につながることが期待さ
れている。
■富山大学における環境マネジメント
環境マネジメントシステムは，
１ 組織の最高経営層が環境方針を立て
２ その実現のために計画（Plan）し
３ それを実施および運用（Do）し
４ その結果を点検および是正（Check）し，もし不都
合があればそれを見直し（Act），再度計画を立てると
いうシステム（PDCAサイクル）を構築し，これを継続
的に実施しスパイラルアップすることにより，環境負荷
の低減，汚染の未然防止を図るものである（図１）。
大学法人がSRを果たすためには，自らの活動が周辺
にどのような影響を与えうるかを認識する必要がある。
環境側面には周囲にとって有益なもの（正の環境側面）
と有害なもの（負の環境側面）の両方が含まれる（表
１）。大学法人は当然のことながら，負の環境側面を低
減させるとともに，正の環境側面を助長するように努め
る必要がある。環境報告書を通じて，取組状況を適切に
開示すれば，大学が持つ本来のアカデミックな魅力を学
内外にアピールできると同時に，周辺住民にも安心感を
与えることができる。すなわち環境報告書は，ステーク
ホルダーに対する情報開示のための有効なツールとして
位置づけることができる。大学法人は環境報告書の作成
により，自己の活動が環境・社会に与える影響と対策の
効果を客観的に把握し，自主的な活動改善のための指標
とすることができる。大学が積極的に社会や環境の問題
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に取り組んでいることを示すことは，学生に対する教
育・啓発効果も期待できる。
以上の考えに基づいて，富山大学においても表２に示
す環境理念と，４つの環境方針を作成している。この環境
方針は，単に学長により宣言されるだけではなく，学内
の共通認識として浸透し，実活動に結びつけてゆくこと
が重要である。現代の環境問題は，かつての地域限定の
公害問題から，温暖化問題に代表される地球環境問題へ
と，われわれがとらえるべき視座は，地球全体および将
来世代へと時空間で広がっており，グローバルな視点か
ら環境方針が策定されている。大学は，社会，環境，経
済面でのバランスとともに，教育に関するSRを根底に
有しており，環境方針においても教育への配慮が十分に
なされるべきであり，この点についても環境方針１に明
記されている。
これらの環境方針を実現していくためには，環境方針
にそった具体的な活動内容を列挙するとともに，年度ご
とに達成状況のチェックを行う必要がある。取組の事例
として，省資源・省エネルギー（紙・ゴミ・電気の使用
量の縮減，古紙等リサイクル資源への分別収集），地球
環境保全に関する環境研究，環境塾の開催，環境内部監
査の実施等を行っている。これらの取組については，本
学のホームページ http://www.anei１．u-toyama.ac.jp/
anzen/khokoku/ に詳細が記載されている。
このような環境マネジメントシステムを有効に機能さ
せるために，富山大学では環境安全衛生監理室（監理
室）をつくり，取組に対する具体的な企画・立案および
実行を行っている（表３）。監理室は，富山大学の環境
（正の環境側面）
環境側面 環境影響
環境学習
環境意識の向上
知識の涵養
清掃ボランティア
地域貢献
環境美化
環境技術の研究・開発 研究成果の社会還元
植樹 緑化
（負の環境側面）
環境側面 環境影響
電気の使用
天然資源の枯渇
地球温暖化
燃料の使用
大気汚染
天然資源の枯渇
地球温暖化
水の使用 天然資源の枯渇
印刷用紙の使用・廃棄
天然資源の枯渇
廃棄物の増加
農薬の使用
土壌汚染
水質汚濁
健康被害
汚水の排出
土壌汚染
水質汚濁
科学物質の使用・廃棄
天然資源の枯渇
廃棄物の増加
人の健康被害
廃棄物の発生
生活環境の悪化
処理処分に伴う大気、水質汚染
自動車の利用・駐車
（学生・職員）
違法駐車の発生・迷惑行為
交通の混雑・渋滞
大気汚染
地球温暖化
騒音
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図１ PDCAサイクル
計画（Plan），実施及び運用（Do），点検及び是正処置
（Check），見直し及び改善（Act）のプロセスを順に実施し，
最後の改善を次の計画に結びつけ，らせん状に継続的な改善
を推進するマネジメント手法
表１ 大学法人における正の環境側面と負の環境側面
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配慮活動，安全推進活動，衛生向上活動を推進・支援し
ていくために，平成１７年１０月に旧富山大学の安全衛生監
理室を改組して発足した。監理室は，大学の教育・研究
活動に伴って生じる環境への負荷の低減，環境汚染の防
止，職員及び学生の健康保持・増進，障害防止，事故・
災害等の防止に係る監理・指導等を行うことにより，環
境及び安全衛生を配慮した教育・研究活動の推進と徹底
を図っている。
当然のことながら全学の環境マネジメントは，監理室
のみでなしうるものではない。各部局には，環境配慮活
動・環境マネジメントを推進するための環境推進員が配
置されている。さらに大学は，環境マネジメントシステ
ムが効果的に運用されていることを監査・評価するた
め，環境内部監査員を置いている。環境内部監査員は，
教職員のみならず学生も任命されており，学生や教職員
を対象に内部監査員の資格取得のための講習会を毎年２
日間の日程で行っている。これまで内部監査員の資格を
取得した人数は，平成１７年度３０名（１４），平成１８年度２４名
（５），平成１９年度４９名（３４）である（（ ）内は学生数）。
■おわりに
国立大学法人富山大学における環境マネジメントシス
テムについて概説した。国立大学の法人化にともない，
教職員の安全衛生管理については，労働安全衛生法（安
衛法）が適用されている。安衛法は，労働災害や健康障
害を防止し，快適な職場環境の形成の促進を目的とした
ものであり，富山大学においても，国の一機関としての
位置づけから，独立した法人として確実な安全衛生管理
を独自の責任において実施する必要が生じている。安全
の重要性を正しく認識し，安全な状態が常に確保される
よう十分に配慮することが，大学における構成員すべて
にとっての責務である。環境マネジメントシステムが有
効に機能すれば，危険物や化学物質の管理等を通して，
構成員に対する安全配慮活動が行き渡り，労働衛生管理
に結びつくとともに危機管理に結びつくことが期待され
る（図２）。有効な環境マネジメントシステムを構築
し，それを労働衛生マネジメントシステム，危機管理シ
ステムと有機的に結びつける必要がある。
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表２ 富山大学の環境理念と環境方針
富山大学の環境理念
２０世紀後半における経済の巨大化・グローバル化は，一
部の国や人々に対しての生活の豊かさを実現しました。
その反面，地下資源の浪費により環境問題が急速に拡大
し，生命再生産システムや人間疎外などの社会構造の崩
壊を惹起させています。私たち人類は，環境制約下で生
存していることを明確に認識し，生活レベルを地表資源
がエントロピーを処理できる範囲内にとどめるべきで
す。
富山大学環境方針
１．富山大学は，地球環境の保全，持続可能な社会の実
現に寄与するため，総合大学の特徴を活かした環境教育
の充実と環境分野の研究を進めます。また，教育研究の
成果を地域社会に積極的に還元します。
２．富山大学は，大学が行うすべての活動において，環
境に関連する法規，規則，学内規則等を遵守します。ま
た，研究活動に伴うハザードを認識し，化学薬品の安全
管理を徹底します。
３．富山大学は，学生を含むすべての構成員が，環境マ
ネジメントに参画し，環境に配慮した活動を推進するた
めの環境配慮プログラムを実施します。また，地域の意
見を活動に反映させます。
４．富山大学は，大学が行うすべての活動において，エ
ネルギー使用量や廃棄物の削減，資源の再利用，グリー
ン購入の推進に努めます。
表３ 富山大学環境安全衛生監理室の任務
１．環境及び安全衛生に係る情報の収集及び提供に関する
こと
２．環境報告書の作成に関すること
３．職員及び学生の健康の保持・増進，障害の防止に関す
ること
４．職員及び学生の事故，災害等の防止に係る指導に関す
ること
５．化学薬品の管理の指導助言に関すること
６．高圧ガスの管理の指導助言に関すること
７．安全衛生に係る教育訓練の実施に関すること
８．安全パトロールの実施に関すること
９．安全衛生に係る労働基準監督署との連絡調整に関する
こと
１０．環境マネジメント会議に関すること
１１．安全衛生委員会の決定事項のうち全学に関すること
１２．その他環境及び安全衛生に係る指導助言に関すること
環境マネジメント
システム
労働衛生
マネジメント
システム
危機管理
システム
図２ 環境マネジメントシステム，労働衛生マネジメントシ
ステム，危機管理シテスムの有機的な結びつき
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環境配慮促進法
http://www.env.go.jp/policy/hairyo_law/index.html
大学等環境安全協議会（環境・安全マネジメント，安全衛生
管理及び環境安全教育の目的のための協議会）
http://www.esc.u-tokyo.ac.jp/daikankyo/
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